
平成 16年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 16年 5月 24日

上場会社名 株式会社　青森銀行 　　 上場取引所　　　     東証市場第一部
コード番号 ８３４２ 　　 本社所在都道府県　青森県
（ＵＲＬ http://www.a-bank.jp/）

　  取　締　役　頭　取　　井畑　明男
　 取締役総合企画部長　  菊地　直光 TEL (017) 777 - 1111

決算取締役会開催日　　平成 16年 5月 24日 有
定時株主総会開催日　　平成 16年 6月 29日 有（１単元 1,000株）

１. 平成16年 3月期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

(注)①期中平均株式数 平成16年 3月期    184,508,387 株          平成15年 3月期     187,154,483 株 
    ②会計処理の方法の変更 無
    ③経常収支率＝経常費用／経常収益×100
    ④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

円　銭　

 6  00   

 5  00   
（注）平成16年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　 1円  00銭 、　特別配当　- 円  - 銭 

(3)財政状態

（注）①期末発行済株式数 平成16年 3月期    183,591,851 株          平成15年 3月期   185,722,269 株 
      ②期末自己株式数 平成16年 3月期      1,029,764 株          平成15年 3月期     1,899,346 株 

２. 平成17年 3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　11 円  98 銭

　  上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日
  現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
　　なお、上記予想に関する事項は、添付資料の７ページをご参照ください。
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(　　 － )

  435   96   

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

配 当 金 総 額

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率
１ 株 当 た り

％　 ％　

△ 14,372     

百万円　

経 常 収 支 率 預 金 残 高

(　　 － )

42,514    
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配 当 性 向
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

4,472    

△ 22,402    
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(　　 － )

株 主 資 本
当 期 純 利 益 率

26.9    

　　　　－
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％　 ％　

1,898,244      

1,869,532      ――――――― 148.9    

5.3    

4,104     ( △  7.2)  

( △  7.6)  

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

―――――――
円　　銭　

△ 17.8    

代 表 者
問合せ先責任者

中間配当制度の有無
単元株制度採用の有無
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株式会社　青　森　銀　行

  （ 単位：百万円 ）

平 成 15 年 度 末 平 成 14 年 度 末 比 較

99,759        90,784        8,975 
現 金 25,964        31,026        △ 5,062 
預 け 金 73,794        59,758        14,036 

40,000        40,000        0 
5,872         4,759         1,113 
892           1,047         △ 155 

商 品 国 債 890           1,047         △ 157 
商 品 地 方 債 1             -             1 

504,869       469,589       35,280 
国 債 134,554       124,199       10,355 
地 方 債 80,068        61,368        18,700 
社 債 182,342       193,978       △ 11,636 
株 式 35,388        27,598        7,790 
そ の 他 の 証 券 72,515        62,444        10,071 

1,413,147     1,432,976     △ 19,829 
割 引 手 形 15,148        17,959        △ 2,811 
手 形 貸 付 172,658       196,445       △ 23,787 
証 書 貸 付 988,045       992,513       △ 4,468 
当 座 貸 越 237,295       226,058       11,237 

972           880           92 
外 国 他 店 預 け 963           867           96 
買 入 外 国 為 替 8             13            △ 5 

11,663        10,074        1,589 
未 決 済 為 替 貸 3             0             3 
前 払 費 用 65            66            △ 1 
未 収 収 益 3,490         3,506         △ 16 
先 物 取 引 差 入 証 拠 金 61            65            △ 4 
金 融 派 生 商 品 2             -             2 
そ の 他 の 資 産 8,039         6,436         1,603 

26,961        26,707        254 
土 地 建 物 動 産 26,070        25,982        88 
建 設 仮 払 金 212           19            193 
保 証 金 権 利 金 677           706           △ 29 

12,347        16,516        △ 4,169 
34,263        34,283        △ 20 
△ 18,812 △ 29,089 10,277 
2,131,938 2,098,532 33,406 

繰 延 税 金 資 産

資 産 の 部 合 計

買 入 金 銭 債 権
商 品 有 価 証 券

支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

比 較 貸 借 対 照 表

（ 資 産 の 部 ）

コ ー ル ロ ー ン

有 価 証 券

科 目

現 金 預 け 金
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  （ 単位：百万円 ）
平 成 15 年 度 末 平成 14年度末 比 較

1,898,244 1,869,532 28,712 
当 座 預 金 57,857 52,211 5,646 
普 通 預 金 730,356 708,929 21,427 
貯 蓄 預 金 49,402 52,153 △ 2,751 
通 知 預 金 11,795 12,022 △ 227 
定 期 預 金 993,496 973,532 19,964 
定 期 積 金 12,623 13,610 △ 987 
そ の 他 の 預 金 42,712 57,072 △ 14,360 

72,030 82,720 △ 10,690 
14,902 5,889 9,013 
4,178 2,698 1,480 
13,096 13,427 △ 331 

借 入 金 13,096 13,427 △ 331 
5 31 △ 26 

売 渡 外 国 為 替 5 29 △ 24 
未 払 外 国 為 替 0 1 △ 1 

4,735 3,715 1,020 
未 決 済 為 替 借 47 47 0 
未 払 法 人 税 等 1,628 185 1,443 
未 払 費 用 973 1,012 △ 39 
前 受 収 益 1,141 1,160 △ 19 
給 付 補 て ん 備 金 4 6 △ 2 
金 融 派 生 商 品 0 - 0 
そ の 他 の 負 債 940 1,303 △ 363 

708 789 △ 81 
7,500 9,086 △ 1,586 
2 2 0 

2,201 2,190 11 
34,263 34,283 △ 20 
2,051,869 2,024,366 27,503 

15,221 15,221 0 
8,575 8,575 0 

資 本 準 備 金 8,575 8,575 0 
そ の 他 資 本 剰 余 金 0 - 0 
自 己 株 式 処 分 差 益 0 - 0 

48,301 46,411 1,890 
利 益 準 備 金 5,226 5,040 186 
任 意 積 立 金 40,200 53,900 △ 13,700 
別 途 積 立 金 40,200 53,900 △ 13,700 
当 期 未 処 分 利 益
(△は当期未処理損失) 2,875 △ 12,529 15,404 

3,188 3,172 16 
5,219 1,573 3,646 
△ 436 △ 788 352 
80,069 74,165 5,904 
2,131,938 2,098,532 33,406 負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

比 較 貸 借 対 照 表

債 権 売 却 損 失 引 当 金
再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾

科 目

預 金

譲 渡 性 預 金
コ ー ル マ ネ ー

借 用 金

（ 負 債 の 部 ）

その他有価証券評価差額金

債券貸借取引受入担保金

負 債 の 部 合 計

外 国 為 替

そ の 他 負 債

自 己 株 式
資 本 の 部 合 計

( 資　本　の　部 )
資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金
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  （ 単位：百万円 ）

42,514        45,813        △ 3,299
35,700        36,660        △ 960

貸 出 金 利 息 29,867        30,863        △ 996
有 価 証 券 利 息 配 当 金 5,658         5,683         △ 25
コ ー ル ロ ー ン 利 息 70            9             61
買 現 先 利 息 4             5             △ 1
買 入 手 形 利 息 0             0             0
預 け 金 利 息 7             14            △ 7
そ の 他 の 受 入 利 息 90            83            7

5,145         5,093         52
受 入 為 替 手 数 料 2,125         2,293         △ 168
そ の 他 の 役 務 収 益 3,020         2,799         221

165           3,105         △ 2,940
外 国 為 替 売 買 益 163           126           37
商 品 有 価 証 券 売 買 益 2             3             △ 1
国 債 等 債 券 売 却 益 -             2,975         △ 2,975

1,502         953           549
株 式 等 売 却 益 907           317           590
金 銭 の 信 託 運 用 益 0             -             0
そ の 他 の 経 常 収 益 594           635           △ 41

38,041        68,215        △ 30,174
1,442         1,559         △ 117

預 金 利 息 802           1,005         △ 203
譲 渡 性 預 金 利 息 102           148           △ 46
コ ー ル マ ネ ー 利 息 185           68            117
債券貸借取引支払利息 41            4             37
借 用 金 利 息 226           261           △ 35
金利スワップ支払利息 25            68            △ 43
そ の 他 の 支 払 利 息 57            2             55

2,493         2,260         233
支 払 為 替 手 数 料 418           420           △ 2
そ の 他 の 役 務 費 用 2,074         1,840         234

855           1,078         △ 223
国 債 等 債 券 売 却 損 832           -             832
国 債 等 債 券 償 還 損 22            -             22
国 債 等 債 券 償 却 -             1,078         △ 1,078

30,022        30,889        △ 867
3,227         32,426        △ 29,199

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,370         22,595        △ 21,225
貸 出 金 償 却 14            82            △ 68
株 式 等 売 却 損 97            14            83
株 式 等 償 却 31            8,347         △ 8,316
そ の 他 の 経 常 費 用 1,713         1,386         327

4,472         △ 22,402     26,874

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益
( △ は 経 常 損 失 )

役 務 取 引 等 費 用

平 成 15 年 度

資 金 調 達 費 用

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

比 較

比 較 損 益 計 算 書

平 成 14 年 度
経 常 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

科 目

－ 4 －



株式会社　青　森　銀　行

3,040         2             3,038
5             0             5
4             2             2

3,029         -             3,029
71            66            5
71            66            5

7,441         △ 22,466     29,907

1,674         494           1,180
1,663         △ 8,587      10,250

4,104         △ 14,372     18,476

613           2,395         △ 1,782
△ 15         9             △ 24
1,273         -             1,273
460           468           △ 8
92            93            △ 1

2,875         △ 12,529     15,404

  （ 単位：百万円 ）

2,875         △ 12,529     15,404

-             13,700        △ 13,700
-             13,700        △ 13,700

2,875         1,170         1,705

1,807         557           1,250
135           93            42
642           464           178
30            -             30

取 締 役 賞 与 金 25            -             25
監 査 役 賞 与 金 4             -             4

1,000         -             1,000
別 途 積 立 金 1,000         -             1,000

1,068         613           455

そ の 他 の 特 別 利 益

自 己 株 式 消 却 額

税 引 前 当 期 純 利 益
（△は税引前当期純損失）
法人税、住民税及び事業税

特 別 利 益
動 産 不 動 産 処 分 益
償 却 債 権 取 立 益

中 間 配 当 額
中間配当に伴う利益準備金積立額
当 期 未 処 分 利 益
( △ は 当 期 未 処 理 損 失 )

法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
( △ は 当 期 純 損 失 )
前 期 繰 越 利 益
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

特 別 損 失
動 産 不 動 産 処 分 損

科 目 平 成 15 年 度 平 成 14 年 度 比 較

比 較 利 益 処 分 案

科 目 平 成 15 年 度 平 成 14 年 度 比 較

次 期 繰 越 利 益

役 員 賞 与 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益
( △ は 当 期 未 処 理 損 失 )

利 益 処 分 額
利 益 準 備 金
配 当 金

任 意 積 立 金 取 崩 額
別 途 積 立 金 取 崩 額

計

－ 5 －



－  － 6

財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 
  商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 
 
２．有価証券の評価基準及び評価方法 
   有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式については移
動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原
価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。 
  なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 
 
３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
  デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 
 
４．固定資産の減価償却の方法 
 (1)  動産不動産 
  動産不動産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）
を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
  建 物：15 年～50年 
  動 産：３年～20 年 
(2) ソフトウェア 
  自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。 
 
５．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
  外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
  外貨建取引等の会計処理につきましては、前事業年度は「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下「業種別監査委員会報告第25号」という。）
による経過措置を適用しておりましたが、当事業年度からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）を資金
運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッジ会計を適用
しております。当該ヘッジ会計の概要につきましては、「８．ヘッジ会計の方法」に記載しております。なお、この変更
による影響は軽微であります。 
 
６．引当金の計上基準 
 (1)  貸倒引当金  
   貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
   破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等
の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額
後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。ま
た、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、
債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総
合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から
算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 
   すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査
部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 
   なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収
が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は17,173百万円
であります。 
(2)  賞与引当金    
  賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属
する額を計上しております。 
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(3)  退職給付引当金 
  退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 
    数理計算上の差異：各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理 
   なお、会計基準変更時差異（8,681百万円）については、10年による按分額を費用処理しております。 
当行は、確定給付企業年金法の施行に基づき、厚生年金基金の代行部分について、平成16年3月1日付で厚生労働大
臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。 
これに伴い、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第47
－2 項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅
したものとみなして処理しております。 
なお、当事業年度末における返還相当額は10,190百万円であります。 
 (4)  債権売却損失引当金 
    債権売却損失引当金は、(株)共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能
性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。 
 
７．リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に準じた会計処理によっております。 
 
８．ヘッジ会計の方法 
（イ）金利リスク・ヘッジ 
   金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。前事業年度は「銀
行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告
第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する経過措置に基づき、多数の貸出金・預金等から生
じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する「マクロヘッジ」を実施しておりましたが、当事業年度か
らは、同報告の本則規定に基づき処理しております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジ
について、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルー
ピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ
手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 
 （ロ）為替変動リスク・ヘッジ 
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。前事
業年度は業種別監査委員会報告第25号による経過措置を適用しておりましたが、当事業年度からは、同報告の本則規定
に基づき資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ
取引等については、ヘッジ会計を適用しております。 
これは、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等を
ヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在すること
を確認することによりヘッジの有効性を評価するものであります。 
   なお、一部の資産については、金利スワップの特例処理を行っております。 
 
９．消費税等の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は
当事業年度の費用に計上しております。 
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注 記 事 項 

（貸借対照表関係） 
１．子会社の株式総額   51百万円 
   なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規定する子会社であります。 
 
２．貸出金のうち、破綻先債権額は5,535百万円、延滞債権額は45,514百万円であります。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の
取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未
収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホま
でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 
    また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的
として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
 
３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は435百万円であります。 
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先
債権及び延滞債権に該当しないものであります。 
 
４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は29,580百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として金利の減免、利息の支払猶予、元
本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上
延滞債権に該当しないものであります。 
 
５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は81,065百万円であります。 
なお、２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 
 
６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種
別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は
（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は15,148百万円であります。 
 
７．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づいて、
原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は、1,000百万円であります。 
 
８．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産 
  有価証券           26,315百万円 
  貸出金            20,000百万円 
担保資産に対応する債務 
  預金                 19,281百万円 
  債券貸借取引受入担保金     4,178百万円 
上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券73,402百万円を差し入れております。 
 
９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上
規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契
約に係る融資未実行残高は、421,508 百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条
件で取消可能なものが421,508百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行
の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の
保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることが
できる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、
契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、
与信保全上の措置等を講じております。 
 
 



－  － 9

10．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差
額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除
した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 
再評価を行った年月日 
 平成13年３月31日 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法（平成
３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格を算定するために国税庁長官
が定めて公表した方法により算出した価格に基づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間口狭小補正等により合
理的な調整を行って算出。 
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評 
価後の帳簿価格の合計額との差額  2,421百万円 
 
11．動産不動産の減価償却累計額   28,685百万円 
       
12．動産不動産の圧縮記帳額      1,423百万円 
（当事業年度圧縮記帳額           － 百万円） 
 
13．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金12,500百万円が含まれ
ております。 
 
14．会社が発行する株式の総数 
普通株式    297,000千株 
発行済株式総数 
普通株式    184,621千株 
 

15．商法施行規則第124条第３号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は、5,216百万円であります。 
 
16．会社が保有する自己株式の数 
普通株式     1,029千株 
 
 
（損益計算書関係） 
１．その他の特別利益には、厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益3,029百万円を含んでおります。 
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（リース取引関係） 

 

平成15年度 

（自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日） 

平成14年度 

（自 平成14年４月１日 

 至 平成15年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

取得価額相当額 

動産      948百万円 

その他       20百万円 

合計       968百万円 

取得価額相当額 

動産     1,627百万円 

その他       10百万円 

合計     1,637百万円 

減価償却累計額相当額 

動産       814百万円 

その他        4百万円 

合計       818百万円 

減価償却累計額相当額 

動産     1,304百万円 

その他        0百万円 

合計     1,305百万円 

期末残高相当額 

動産       134百万円 

その他       15百万円 

合計       149百万円 

期末残高相当額 

動産       323百万円 

その他        9百万円 

合計       332百万円 

・未経過リース料期末残高相当額 

１年内      56百万円 

１年超      97百万円 

合計       153百万円 

・未経過リース料期末残高相当額 

１年内      137百万円 

１年超      202百万円 

合計       340百万円 

・当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

支払リース料      126百万円 

減価償却費相当額    114百万円 

支払利息相当額       8百万円 

・当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

支払リース料      310百万円 

減価償却費相当額    281百万円 

支払利息相当額      13百万円 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

 

 
（有価証券関係） 
 
○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 
Ⅰ 平成15年度（平成16年３月31日現在） 
   該当ありません。 
 
Ⅱ 平成14年度（平成15年３月31日現在） 
  該当ありません。 
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（税効果会計関係） 
 

平成15年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

平成14年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
繰延税金資産 
貸倒引当金損金算入限度超過額 12,495百万円
退職給付引当金損金算入限度超 
過額 2,791百万円

減価償却損金算入限度超過額 479百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 289百万円
未払事業税 142百万円
その他 541百万円

繰延税金資産小計 16,739百万円
評価性引当額 △ 788百万円

繰延税金資産合計 15,950百万円

繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金 △ 3,602百万円

繰延税金負債合計 △ 3,602百万円

繰延税金資産の純額 12,347百万円
  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
繰延税金資産  
貸倒引当金損金算入限度超過額 13,163百万円 
退職給付引当金損金算入限度超 
過額 3,242百万円 

減価償却損金算入限度超過額 553百万円 

賞与引当金損金算入限度超過額 273百万円 
その他 1,380百万円 

繰延税金資産小計 18,614百万円 

評価性引当額 △ 1,011百万円 

繰延税金資産合計 17,602百万円 

繰延税金負債  
 その他有価証券評価差額金 △ 1,086百万円 

繰延税金負債合計 △ 1,086百万円 

繰延税金資産の純額 16,516百万円 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 42.1％
(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.2％
受取配当金等永久に益金に算入されない 
項目 △ 2.6％

住民税均等割等 0.5％
評価性引当額 △ 2.7％
税率変更による期末繰延税金資産の減額 
修正 2.0％

その他 1.3％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.8％
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主な項目別の内訳 
税引前当期純損失を計上しているため、内訳の記載
を行っておりません。 

 
 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延
税金負債の修正額 
「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年３
月法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成
16年４月１日以後開始する事業年度より当行の法人事
業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」および「資
本等の金額」に変更されることにより、当該課税標準
の一部は、利益に関連する金額を課税標準とする税金
には該当しないことになります。 
この変更に伴い、当行の繰延税金資産および繰延税
金負債の計算に使用する平成16年度以降の法定実効税
率は当事業年度の42.13％から40.84％となり、「繰延
税金資産」は323百万円減少し、当事業年度に計上され
た「法人税等調整額」は358百万円増加しております。
「再評価に係る繰延税金負債」は69百万円減少し、「土
地再評価差額金」は同額増加しております。また、「そ
の他有価証券評価差額金」は34百万円増加しておりま
す。 
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役 員 の 異 動 

 

   新任取締役候補 

  

三
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 ［現  事務開発部長］  

 

 

   退任予定取締役 

 

北
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  順
じゅん

 一
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 ［現  取締役東京支店長］ 

                  

 

 

   新任監査役候補 

  

北
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 ［現  取締役東京支店長］  

大
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［現  弁護士            
弁護士法人たいよう総合法律 
経済事務所・代表］         

 

    

退任予定監査役 

 

古
ふる

 里
さと

  政
まさ

 紀
のり

 ［現  常勤監査役］ 

佐
さ

 々
さ

  博
ひろ

 志
し

 ［現  監査役］ 
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略 歴 書 
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１．生年月日  昭和２７年 ４月２６日 
１．学  歴  昭和５０年 ３月 法政大学法学部卒業 
１．略  歴  昭和５０年 ４月 青森銀行入行 
        平成 ６年 ３月 同行城東支店長 
        平成 ９年 ６月 同行土手町支店長 
        平成１１年 ３月 同行仙台支店長 
        平成１２年１０月 同行事務開発部長 

 

 

北
きた

 川
がわ

  順
じゅん

 一
いち

 

                                                                   
１．生年月日  昭和２２年 ４月２３日 
１．学  歴  昭和４５年 ３月 弘前大学人文学部卒業 
１．略  歴  昭和４５年 ４月 青森銀行入行 
        平成 ２年 ４月 同行亀甲町支店長 
        平成 ４年 ３月 同行松園町支店開設準備委員長 
        平成 ４年 ７月 同行松園町支店長 
        平成 ８年 ３月 同行土手町支店長 
        平成 ９年 ６月 同行弘前支店長 

平成１１年 ６月 同行国際部長 
        平成１２年 ４月 同行市場国際部長 
        平成１３年 ６月 同行取締役 
        平成１３年 ６月 同行弘前支店長委嘱 
        平成１５年 ６月 同行東京支店長委嘱 

 

 

大
おお

 沢
さわ

  一
か ず

 實
  み  

 

 
１．生年月日  昭和２３年 ６月１５日 
１．学  歴  昭和４７年 ３月 慶應義塾大学法学部卒業 
１．略  歴  昭和５８年 ４月 弁護士登録     
        平成 ８年 ４月 青森県弁護士会会長 
        平成 ８年 ４月 日本弁護士連合会理事 
        平成 ９年 ４月 青森県弁護士会会長     
        平成 ９年 ４月 日本弁護士連合会理事 
        平成１１年 ４月 青森県弁護士協同組合専務理事     
        平成１１年 ４月 全国弁護士協同組合連合会理事 
        平成１４年 ４月 弁護士法人たいよう総合法律経済事務所設立・代表  

 


